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兵庫県における令和２年度ＰＲＴＲデータの概要 
  

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（化学物質排出把握

管理促進法：ＰＲＴＲ法）」に基づき「ＰＲＴＲ制度（化学物質排出移動量届出制度）」が導入され

ています。事業者は毎年度、人の健康や動植物に対し有害性のある 462 種類*の化学物質（第 1 種指

定化学物質）について、大気等の環境への排出量や廃棄物としての移動量を把握し、届出を行うこと

となっています。 

この制度に基づく 20 回目の届出となる令和２年度の排出量・移動量データについて、兵庫県の届

出の状況、排出量･移動量の状況及び国が推計を行った届出対象外（対象業種の届出対象外事業所か

らの排出量、非対象業種の事業所からの排出量、家庭からの排出量、自動車など移動体からの排出量）

排出量の状況をとりまとめました。 

なお、届出件数、排出量・移動量等の数値は、変更届等により集計後も変わることがあります。 

また、端数処理により表の合計が一致しない場合があります。 

*平成 20 年度化管法施行令改正以前の平成 21 年度把握分（平成 22 年度届出）までは、届出対象物質は 354 種類

の化学物質です。 

 

１ 排出・移動量の届出状況 

  兵庫県内の届出対象事業者が把握した令和２年度における化学物質の排出量・移動量は、令和２年４

月１日～令和３年６月 30日の間に、1,441 事業所（前年度に比べ 9事業所減少）から 257 物質の届出が

ありました。これは、全国の届出事業所数 32,890 事業所の 4.4％にあたり、都道府県別には愛知県、北

海道に次いで全国第３番目の届出事業所数となっています。 

 また、届出のあった 257 物質は、届出対象種類(462 種類)の 55.6％にあたります。 

兵庫県における業種別及び地域別の届出状況は、次のとおりでした。 
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（１）業種別届出件数 
業種別の届出事業所数は、表１のとおり、燃料小売業が 533 事業所と最も多く全体の 37.0%を占め

ており、ついで化学工業 170 事業所(全届出事業所の 11.8%)、下水道業 134 事業所（同 9.3%）などと

なっています。 

 

表１ 業種別の届出事業所数 

業    種 届出事業所数 構成比 業    種 届出事業所数 構成比

化学工業 170 11.8% 窯業・土石製品製造業 32 2.2%

石油製品・石炭製品製造業 18 1.2% その他の製造業 4 0.3%

プラスチック製品製造業 38 2.6% 金属鉱業 1 0.1%

ゴム製品製造業 17 1.2% 電気業 6 0.4%

鉄鋼業 27 1.9% ガス業 0 0.0%

非鉄金属製造業 32 2.2% 下水道業 134 9.3%

金属製品製造業 101 7.0% 鉄道業 2 0.1%

一般機械器具製造業 54 3.7% 倉庫業 5 0.3%

電気機械器具製造業 66 4.6% 石油卸売業 8 0.6%

輸送用機械器具製造業 36 2.5% 自動車卸売業 1 0.1%

精密機械器具製造業 6 0.4% 燃料小売業 533 37.0%

食料品製造業 12 0.8% 洗濯業 3 0.2%

飲料・たばこ・飼料製造業 3 0.2% 自動車整備業 6 0.4%

繊維工業 8 0.6% 機械修理業 2 0.1%

衣服・その他の繊維製品製造業 3 0.2% 計量証明業 3 0.2%

木材・木製品製造業 4 0.3% 一般廃棄物処理業（ごみ処分業に限る） 41 2.8%

家具・装備品製造業 4 0.3% 産業廃棄物処分業 17 1.2%

パルプ・紙・紙加工品製造業 16 1.1% 医療業 3 0.2%

出版・印刷・同関連産業 10 0.7% 高等教育機関 2 0.1%

なめし革・同製品・毛皮製造業 4 0.3% 自然科学研究所 9 0.6%

合計 1,441 100%  

 
（２）地域別届出件数  

地域別の届出事業所数は表２のとおり、神戸地域が 261 事業所と最も多く、ついで中播磨地域の

192 事業所、東播磨地域の 189 事業所などとなっています。 

 

表２ 地域別の届出事業所数 

地域 届出事業所数 割合
神戸 261 18.1%
阪神南 175 12.1%
阪神北 132 9.2%
東播磨 189 13.1%
北播磨 152 10.5%
中播磨 192 13.3%
西播磨 137 9.5%
但馬 95 6.6%
丹波 74 5.1%
淡路 34 2.4%

合計 1,441 100%  
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２ 集計結果の概要 

（１）届出排出量・移動量の集計結果 

 （ア）届出物質の排出量・移動量 
全物質(462 種類)のうち届出のあった 257 物質の排出量・移動量及び構成比は表３のとおりです。

県内事業所から届出のあった化学物質の総排出量は 4,787 トン、総移動量は 12,399 トンとなってい

ます。排出量と移動量の合計は 17,187 トンであり、全国値 353,725 トンの 4.9％にあたります。 

また、排出・移動先別の構成比にみると、廃棄物としての事業所外への移動量が全体の 72.0％と最

も多く、次いで大気への排出量が 25.7％などとなっており、全国の構成比と類似した傾向となってい

ます。 

 

表３ 排出・移動先別の排出・移動量排出・移動区分 

排出量・移動料（トン） 構成比 全国の構成比
4,787 27.9% 35.1%

大気への排出 4,425 25.7% 32.0%
公共用水域への排出 361 2.1% 1.9%
土壌への排出 0.017 0.0001% 0.0069%
埋立処分 0.64 0.004% 1.4%

12,399 72.1% 64.9%
廃棄物への移動 12,378 72.0% 64.7%
下水道への移動 22 0.13% 0.22%

17,187 100% 100%

排出・移動区分

　総排出量

　総移動量

合　計  
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（イ）業種別の届出排出量 
業種別の届出排出量は表４のとおりです。化学工業が 824 トンと最も多く、全体の 17.2％を占め

ており、次いで金属製品製造業の 597 トン、鉄鋼業の 533 トンなどとなっています。 

 

表４ 業種別・排出先別排出量 

大気 公共用水域 土壌 埋立 合計

金属鉱業 0.0 0.1 0.0 0.04 0.1 0.0% －

食料品製造業 159.1 0.0 0.0 0.0 159.1 3.3% 9

飲料・たばこ・飼料製造業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0% －

繊維工業 1.4 1.4 0.0 0.0 2.8 0.1% －

衣服・その他の繊維製品製造業 0.5 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0% －

木材・木製品製造業 17.4 0.0 0.0 0.0 17.4 0.4% －

家具・装備品製造業 19.7 0.0 0.0 0.0 19.7 0.4% －

パルプ・紙・紙加工品製造業 22.7 0.7 0.0 0.0 23.4 0.5% －

出版・印刷・同関連産業 146.5 0.0 0.0 0.0 146.5 3.1% －

化学工業 796.7 27.1 0.0 0.0 823.8 17.2% 1

石油製品・石炭製品製造業 9.7 1.4 0.0 0.0 11.1 0.2% －

プラスチック製品製造業 410.6 0.0 0.0 0.0 410.6 8.6% 6

ゴム製品製造業 150.3 0.0 0.0 0.0 150.3 3.1% 10

なめし革・同製品・毛皮製造業 19.1 0.0 0.0 0.0 19.1 0.4% －

窯業・土石製品製造業 52.3 0.7 0.005 0.0 53.0 1.1% －

鉄鋼業 474.6 58.7 0.0 0.0 533.3 11.1% 3

非鉄金属製造業 53.5 0.9 0.0 0.61 55.1 1.2% －

金属製品製造業 596.3 0.4 0.0 0.0 596.7 12.5% 2

一般機械器具製造業 502.8 0.0 0.0 0.0 502.8 10.5% 4

電気機械器具製造業 311.2 1.5 0.0 0.0 312.7 6.5% 7

輸送用機械器具製造業 418.0 0.0 0.0 0.0 418.0 8.7% 5

精密機械器具製造業 2.4 0.0 0.0 0.0 2.4 0.1% －

その他の製造業 10.2 0.0 0.0 0.0 10.2 0.2% －

電気業 4.6 0.0 0.0 0.0 4.6 0.1% －

下水道業 0.0 260.3 0.0 0.0 260.3 5.4% 8

鉄道業 1.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0% －

倉庫業 64.7 0.0 0.0 0.0 64.7 1.4% －

石油卸売業 51.5 0.0 0.0 0.0 51.5 1.1% －

自動車卸売業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0% －

燃料小売業 85.7 0.0 0.0 0.0 85.7 1.8% －

洗濯業 9.4 0.0 0.0 0.0 9.4 0.2% －

自動車整備業 13.8 0.0 0.0 0.0 13.8 0.3% －

機械修理業 1.6 0.0 0.0 0.0 1.6 0.0% －

計量証明業 0.2 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0% －

一般廃棄物処理業（ごみ処分業に限る） 0.0 6.9 0.012 0.0 6.9 0.1% －

産業廃棄物処分業 2.6 1.1 0.0 0.0 3.7 0.1% －

医療業 14.0 0.0 0.0 0.0 14.0 0.3% －

高等教育機関 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0% －

自然科学研究所 0.9 0.0 0.0 0.0 0.9 0.0% －

全業種合計 4,425.1 361.3 0.017 0.64 4,787.1 100% －

業種
排出量(トン)

構成比
合計順位
(1～10位)
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（ウ）届出排出量の多い物質 

届出排出量の上位 10 物質とその量は表５のとおりです。トルエン（合成原料や溶剤などに使用）

が 1,523 トンと最も多く、次いで、キシレン（合成原料や溶剤などに使用）756 トン、ジクロロメタ

ン（別名：塩化メチレン）（金属洗浄などに使用）672 トンなどの順となっています。  

 
表５ 排出量上位 10 物質とその量 

物質番号 物質名
県排出量

(トン）
全国排出量

(トン）
全国比

300 トルエン 1,523.4 41,790.2 3.6%

80 キシレン 756.0 20,975.1 3.6%

186 ジクロロメタン 672.1 8,286.6 8.1%

53 エチルベンゼン 458.5 13,539.8 3.4%

392 ノルマル－ヘキサン 375.7 8,763.3 4.3%

374 ふっ化水素及びその水溶性塩 165.4 1,930.4 8.6%

405 ほう素化合物 141.2 2,351.5 6.0%

281 トリクロロエチレン 87.6 2,093.6 4.2%

296 １，２，４－トリメチルベンゼン 64.3 2,572.2 2.5%

240 スチレン 63.6 1,705.7 3.7%

479.2 20,105.4 2.4%

4,787.1 124,113.9 3.9%

上記以外の対象化学物質

合　計  
 

 

（エ）地域別の届出排出量 
地域別の排出量は表６に示すとおり、東播磨地域が 1,196 トンと最も多く全体の 25.0％を占めて

おり、次いで神戸地域が 942 トン、阪神南地域 776 トンの順になっています。 産業が集積している

地域の排出量が多くなっています。 

 

表６ 地域別の届出排出量 

地域名 排出量(トン) 構成比

神戸 941.8 19.7%

阪神南 776.4 16.2%

阪神北 195.2 4.1%

東播磨 1,195.6 25.0%

北播磨 435.1 9.1%

中播磨 586.4 12.2%

西播磨 382.7 8.0%

但馬 87.9 1.8%

丹波 152.4 3.2%

淡路 33.6 0.7%

合　計 4,787.1 100.0%  
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（オ）排出先・移動先別の物質別排出量・移動量 
排出先別の届出排出量上位 10 物質とその量は表７のとおりです。大気への排出物質ではトルエン

が 1,523 トンと最も多く、大気への排出量の 34.4％を占めており、公共用水域への排出では、ふっ化

水素及びその水溶性塩が 164 トンと最も多く 45.4％を占めています。  

 
表７ 排出先別の物質別（上位 10 物質＋その他）排出量及び構成比 

物質番号 物質名

300 トルエン 1,523.2 34.4%

80 キシレン 756.0 17.1%

186 ジクロロメタン 672.0 15.2%

53 エチルベンゼン 458.5 10.4%

392 ノルマル－ヘキサン 375.2 8.5%

281 トリクロロエチレン 87.5 2.0%

296 １，２，４－トリメチルベンゼン 64.3 1.5%

240 スチレン 63.5 1.4%

384 １－ブロモプロパン 48.0 1.1%

262 テトラクロロエチレン 44.4 1.0%

332.5 7.5%

4,425.1

374 ふっ化水素及びその水溶性塩 164.1 45.4%

405 ほう素化合物 112.1 31.0%

1 亜鉛の水溶性化合物 31.7 8.8%

412 マンガン及びその化合物 16.6 4.6%

275 ドデシル硫酸ナトリウム 8.4 2.3%

453 モリブデン及びその化合物 3.3 0.9%

87 クロム及び三価クロム化合物 3.2 0.9%

309 ニッケル化合物 2.9 0.8%

272 銅水溶性塩（錯塩を除く。） 2.3 0.6%

336 ヒドロキノン 2.2 0.6%

14.4 4.0%

361.3

土壌 0.017

31 アンチモン及びその化合物 0.56 87.2%

332 砒素及びその無機化合物 0.030 4.6%

75 カドミウム及びその化合物 0.018 2.8%

1 亜鉛の水溶性化合物 0.016 2.5%

304 鉛 0.010 1.6%

305 鉛化合物 0.008 1.2%

272 銅水溶性塩（錯塩を除く。） 0.0004 0.06%

243 ダイオキシン類 0.00005 0.01%

0 0%

0.64

4,787.1 －　総　計

公

共

用

水

域

上記以外の対象化学物質

合計

合計

埋

立

上記以外の対象化学物質

合計

排出別

媒体

対象化学物質
排出量(トン/年) 構成比

大

気

上記以外の対象化学物質

合計

 
 
 

 
 



 7

 また、移動先別の届出移動量上位 10物質とその量は表８のとおりです。廃棄物としての事業所外へ

の移動では、マンガン及びその化合物が2,831トンと最も多く、事業所外への移動のうち22.9％を占め、

下水道への移動では、ほう素化合物が 11 トンと最も多く 51.4％を占めています。  

 
表８ 移動先別の物質別（上位１０物質＋その他）移動量及び構成比 

物質番号 物質名

412 マンガン及びその化合物 2,831.1 22.9%

300 トルエン 2,809.4 22.7%

186 ジクロロメタン 884.7 7.1%

232 Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド 842.4 6.8%

87 クロム及び三価クロム化合物 836.2 6.8%

71 塩化第二鉄 494.8 4.0%

125 クロロベンゼン 360.3 2.9%

127 クロロホルム 359.9 2.9%

80 キシレン 295.6 2.4%

392 ノルマル－ヘキサン 241.5 2.0%

2,421.6 19.6%

12,377.5 －

405 ほう素化合物 11.3 51.4%

374 ふっ化水素及びその水溶性塩 2.7 12.4%

132 コバルト及びその化合物 2.2 10.0%

87 クロム及び三価クロム化合物 2.0 9.3%

277 トリエチルアミン 0.6 2.8%

412 マンガン及びその化合物 0.6 2.5%

1 亜鉛の水溶性化合物 0.5 2.4%

309 ニッケル化合物 0.4 1.9%

407
ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル（アルキル基の

炭素数が１２から１５までのもの及びその混合物に限る。）
0.2 1.0%

275 ドデシル硫酸ナトリウム 0.2 0.9%

1.2 5.5%

21.9 －

12,399.4 －

下

水

道

上記以外の対象化学物質

合計

　総　計

移動別

媒体

対象化学物質
移動量(トン/年) 構成比

廃

棄

物

上記以外の対象化学物質

合計

 
 

（カ）過年度のデータとの比較 
表９のとおり、令和２年度の届出事業所数は 1,441 事業所であり、前年度に比べて 0.6％減少して

います。排出量は 4,787 トンで前年度に比べて 13.2％減少しています。また、移動量は 12,399 トン

と前年度に比べて 9.6％減少しています。 

なお、化学物質排出把握管理促進法施行令改正（以下「施行令改正」という。）により、届出対象

物質が 354 物質から 462 物質に増加したため、平成 22年度には排出量、移動量が増加しています。 

表９ 各年度のデータの比較 
排出年度 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ０１ Ｒ０２

届出事業所数 1,698 1,623 1,588 1,586 1,559 1,538 1,531 1,516 1,498 1,477 1,450 1,441

大気 6,918 8,205 7,984 6,736 6,685 6,687 6,264 6,183 6,081 5,694 5,143 4,425

公共用水域 381 412 430 380 337 346 359 331 361 359 371 361

土壌 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

埋立 1 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1

合計 7,300 8,619 8,416 7,118 7,023 7,035 6,625 6,515 6,443 6,054 5,514 4,787

廃棄物 11,734 14,867 15,002 15,719 14,895 17,710 14,218 12,330 11,551 10,430 13,676 12,378

下水道 38 41 42 46 49 58 57 35 28 33 33 22

合計 11,772 14,908 15,044 15,765 14,944 17,768 14,275 12,364 11,578 10,463 13,709 12,399

排出量・移動量合計（トン） 19,072 23,527 23,460 22,883 21,967 24,803 20,900 18,879 18,021 16,516 19,224 17,187

排出量

（トン）

移動量

（トン）
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   全国の状況においては、令和２年度の届出事業所数は 32,890 事業所で、前年度に比べて 1.3％減少

しています。排出量は 124 千トンと前年度に比べ 11.4％の減少となっています。また、移動量では

230 千トンと前年度に比べ 5.9％の減少となっています。 

   

（２）届出外排出量の集計結果（国の推計） 

（ア）届出外排出量 
排出量・移動量の届出の対象とはならない事業所、家庭、移動体（自動車等）など届出対象外の発

生源からの令和２年度の化学物質の排出量（届出外排出量）を国において推計した結果は、5,255ト

ンでした（表 10）。  

届出対象の事業所からの排出量と届出外排出量の合計は、10,043 トンであり、届出排出量が全体

の 47.7%、届出外排出量が全体の 52.3％となっています。  

届出外排出量のうち最も排出量が多いのは、移動体からの排出で 1,787 トンと全体の 17.8％を占

めているほか、家庭からの排出が 9.6%となっています。  

届出と届出外の合計の排出量は、全国 317,614 トンの 3.2％を占めています。 

また、全国の状況と比べ、兵庫県は、届出排出量の構成比が高くなっています。 

 

表 10 届出・届出外排出量の区分と排出量 

排出量（トン） 構成比 全国の構成比
届出排出量 4,787 47.7% 39.1%

対象業種 1,534 15.3% 12.0%
非対象業種 966 9.6% 20.6%
家庭 968 9.6% 11.1%
移動体 1,787 17.8% 17.2%

小計 5,255 52.3% 60.9%

排出量合計 10,043 100.0% 100.0%

区分

届出外排出量
（推計値）
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（イ）届出対象外の事業所からの排出量 
対象業種及び非対象業種の事業所からの届出外排出量上位 10 物質は表 11に示すとおりであり、キ

シレンが 554 トンと最も多く、次いでトルエン 469 トン、エチルベンゼン 250 トンなどの順となって

います。 

表 11 届出対象外事業所からの排出量上位 10 物質とその量 

物質番号 物質名(上位10物質)
排出量
(t/年)

構成比

80 キシレン 554.1 22.2%

300 トルエン 469.0 18.8%

53 エチルベンゼン 249.8 10.0%

20 ２－アミノエタノール 118.7 4.7%

407
ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル（アルキル基の炭

素数が１２から１５までのもの及びその混合物に限る。）
116.4 4.7%

30
直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩（アルキル基
の炭素数が１０から１４までのもの及びその混合物に限る。）

98.6 3.9%

409
ポリ（オキシエチレン）＝ドデシルエーテル硫酸エステルナト

リウム
84.6 3.4%

392 ノルマル－ヘキサン 82.7 3.3%

186 ジクロロメタン（別名塩化メチレン） 64.0 2.6%

405 ほう素化合物 62.2 2.5%

　上記以外の対象化学物質 599.9 24.0%

　合計　　　　　 2,500.0 100.0%  

 
（ウ）家庭からの排出量 

家庭から排出される化学物質の上位 10 物質は表 12 のとおりです。ジクロロベンゼン、ポリ(オキ

シエチレン) ＝アルキルエーテル、直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩の順となっています。 

 

表 12 家庭からの排出量上位 10 物質とその量 

物質番号 物質名(上位10物質)
排出量
(t/年)

構成比

181 ジクロロベンゼン 289.0 29.8%

407
ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル（アルキル基の炭
素数が１２から１５までのもの及びその混合物に限る。）

265.7 27.4%

30
直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩（アルキル基

の炭素数が１０から１４までのもの及びその混合物に限る。）
91.7 9.5%

409
ポリ（オキシエチレン）＝ドデシルエーテル硫酸エステルナト

リウム
49.1 5.1%

300 トルエン 37.6 3.9%

20 ２－アミノエタノール 37.1 3.8%

275 ドデシル硫酸ナトリウム 28.2 2.9%

80 キシレン 25.5 2.6%

176 １，１－ジクロロ－１－フルオロエタン（別名ＨＣＦＣ－１４１ｂ） 21.3 2.2%

53 エチルベンゼン 19.7 2.0%

　上記以外の対象化学物質 103.2 10.7%

　合計　　　　　 968.3 100.0%  
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（エ）移動体からの排出量 
自動車など移動体から排出される化学物質の上位 10 物質は表 13のとおりであり、ガソリン成分で

あるトルエン、キシレン、ベンゼンなどや、ディーゼル車の排ガスに含まれるホルムアルデヒド、ア

セトアルデヒドなどの排出が多くなっています。 
 

表 13 移動体からの排出量上位 10 物質とその量 

物質番号 物質名(上位10物質)
排出量
(t/年)

構成比
(%)

300 トルエン 650.3 36.4%

80 キシレン 373.6 20.9%

411 ホルムアルデヒド 162.6 9.1%

400 ベンゼン 158.1 8.8%

392 ノルマル－ヘキサン 122.1 6.8%

53 エチルベンゼン 96.5 5.4%

12 アセトアルデヒド 61.6 3.4%

296 １，２，４－トリメチルベンゼン 52.5 2.9%

297 １，３，５－トリメチルベンゼン 33.3 1.9%

351 １，３－ブタジエン 29.8 1.7%

　上記以外の対象化学物質 46.9 2.6%

　合計　　　　　 1,787.2 100.0%  
 

 

（オ）届出外排出量の多い物質 
届出外排出量の上位 10 物質とその量については表 14 のとおりです。溶剤･合成原料として用いら

れる他、自動車などの排ガス、接着剤･塗料などに含まれる物質である、トルエン（2,680 トン）やキ

シレン（1,709 トン）の排出が多く、次いでエチルベンゼン（825 トン）の排出が多くなっています。

また、トルエン、ノルマル－ヘキサン等は届出事業所からの排出の割合が多く、ポリ(オキシエチレ

ン)＝アルキルエーテル、ジクロロベンゼン等は届出外からの排出の割合が多くなっています。 

 
表 14 届出排出量と届出外排出量の合計の上位 10 物質とその量 

物質番号 物質名(上位10物質)
届出排出量

(t/年)

届出外排出量

(t/年)

排出量合計

(t/年)
構成比

300 トルエン 1,523.4 1,156.9 2,680.3 26.7%

80 キシレン 756.0 953.2 1,709.2 17.0%

53 エチルベンゼン 458.5 366.1 824.6 8.2%

186 ジクロロメタン（別名塩化メチレン） 672.1 64.0 736.1 7.3%

392 ノルマル－ヘキサン 375.7 205.9 581.6 5.8%

407
ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル（アルキル基の炭
素数が１２から１５までのもの及びその混合物に限る。）

1.7 382.2 383.9 3.8%

181 ジクロロベンゼン 1.7 289.7 291.5 2.9%

411 ホルムアルデヒド 1.6 216.6 218.2 2.2%

374 ふっ化水素及びその水溶性塩 165.4 40.3 205.7 2.0%

405 ほう素化合物 141.2 62.4 203.6 2.0%

　上記以外の対象化学物質 689.7 1,518.3 2,207.9 22.0%

　合計　　　　　 4,787.1 5,255.5 10,042.6 100.0%  
 


